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＊ MJSの会計事務所トータル・バリューサービス「TVS」ご契約者様と、「ソフトウェア運用支援サービス」ご契約者様のうち一定条件以
上の方に冊子をお送りしている月刊誌です。ご契約者様専用サイトにアクセスしてPDFで読むこともできます。

企業の数だけ経理業務は存在しますが、他社の経理担当者の実態を知る機会はなかなかないのではないでしょうか。
自社の業務課題は他社にも共通するのか、気になる経理ご担当者の方もいらっしゃるかと思います。
本特集では、数々の企業の経理業務の代行や業務改善コンサルティングを手がけている外波達也先生の監修のもと、
アンケート調査から見えてきたさまざまな企業の経理担当者の業務実態をお伝えします。

本特集では、2024年6月に実施した企業の経理
担当者向けアンケート調査から見えてきた、経理
担当者の実態をお伝えします。第1回では、実務
の困りごとを中心に取り上げます。

本アンケート調査の告知は、月刊誌「Monthly 
Report＊」の誌上と、MJSの企業向けメールマガ
ジンで行いました。全527件の回答のうち、会計
事務所の方や経理担当者ではない方からのアクセ
スもいただきましたが、今回は企業の経理担当者
にしぼり、さらに同じ回答者からの重複回答を除
いた、362件の回答をもとに見ていきます。

11 はじめに
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業種

18.0％

業種 件数 ％

製造業 87 24.0%

卸売業・小売業 65 18.0%

建設業 50 13.8%

サービス業（他に分類されない） 36 9.9%

情報通信業 25 6.9%

医療・福祉 25 6.9%

学術研究・専門・技術サービス業 18 5.0%

運輸業・郵便業 16 4.4%

不動産業・物品賃貸業 10 2.8%

複合サービス事業 8 2.2%

生活関連サービス業・娯楽業 8 2.2%

教育・学習支援業 7 1.9%

宿泊業・飲食サービス業 4 1.1%

電気・ガス・熱供給・水道業 2 0.6%

金融業・保険業 1 0.3%

総計 362 100.0%

図表1　 業種 　Q.あなたのお勤め先の業種を教えてください。（SA、％、n＝362）

Ⅰ 回答者プロフィール

※SA＝単一回答、MA＝複数回答、OA＝自由記述回答
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監修

株式会社トラフィックエイジア 代表取締役
MJS税経システム研究所 客員講師

東京都内の公認会計士・税理士事務所に勤務後、準大手訪問販売系商
社で営業部、営業管理部（商品管理・債権管理）、広報部、経理部に
従事。その後、コンサルティング会社に勤務し、経営コンサルティ
ング、財務コンサルティングを手がける。2010年より株式会社トラ
フィックエイジア代表取締役。管理系の業務代行や業務改善コンサ
ルティングを行う。豊富な現場経験を生かし、経理・月次決算、給与
計算・労務管理、財務管理、商品・流通管理などの支援を行っている。

＜調査概要＞

○調査名称
　中小企業の経理担当者の働き方＆実務の困りごと実態調査
○調査主体
　株式会社ミロク情報サービス 税経システム研究所 事務局
○ 調査対象者
　月刊誌「Monthly Report」送付先企業 約1万5,000件
　MJSの企業向けメールマガジン受信者　約8万件
○調査期間　2024年6月1日～6月30日
○調査方法　webアンケート
○有効回答数　362

回答者の業種は、国の統計と似た構成ですが、
統計で多い飲食業等は本アンケート調査の回答では
少なく、製造業や卸売業・小売業、建設業等が多く
なっています（図表1）。この構成は、ある程度の売
上高・従業員数が必要で、工程や商品数が多く、管
理業務の強化が求められる業種と考えられます。
回答者の勤め先企業のある都道府県は、MJSの

顧客層と同じく全国各地にわたります（図表2）。
東京・愛知・大阪・福岡はもちろん、首都圏、静
岡・岐阜・広島・兵庫といった一定規模の経済圏の
ある都道府県から特に多くの回答がありました。
上場・非上場の状況は、非上場会社ほか（公益法
人などを含む）が83.7％と多数を占めました（図表
3）。非上場会社は税務会計が中心である一方、上
場会社は情報開示のために会計基準に則した会計
処理が求められ、グループ会社も同様の厳密さが求
められるため、経理業務の様相が変わってきます。

22 管理業務の強化が求められる業種
の回答が多く集まる
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図表2　 都道府県  
Q.あなたのお勤め先のある都道府県を
教えてください。（SA、n＝362）

図表3　 上場状況  
Q.あなたのお勤め先の形態として当てはまるものを
教えてください。（SA、％、n＝362）

宮城県 4
岩手県 3
山形県 3
青森県 2
福島県 2
秋田県 1

北海道 9

東京都 77
埼玉県 17
神奈川県 17
千葉県 16
茨城県 15
群馬県 14
栃木県 13

愛知県 24
静岡県 12
岐阜県 10
長野県 17
新潟県 15
石川県 14
富山県 13
福井県 13
山梨県 11

大阪府 35
兵庫県 12
京都府 19
三重県 14
滋賀県 14
奈良県 14
和歌山県 10

広島県 12
岡山県 17
山口県 14
鳥取県 10
島根県 10

香川県 8
愛媛県 4
徳島県 1
高知県 1

福岡県 21
長崎県 14
鹿児島県 14
大分県 13
佐賀県 11
熊本県 11
宮崎県 11
沖縄県 10

上場状況

5.2％ 11.0％

83.7％
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従業員数100人未満の企業が約半数を占め、最
も多いのは「10～49人」です（図表4）。経理や総
務をはじめとするバックオフィスに多くの人員を
割けないような従業員数の企業であると考えられ
るため、他社は何に困っているか、どう効率化で
きるか、参考にしたいと考える人が多いでしょう。
年商で最も多いのは「1億円以上5億円未満」

で、20億円未満までで全体の約半数を占めます
（図表5）。年商が一定以上になると、経理部門の
組織体制やシステム化が進んでくるのではないか
という仮定のもと、50億円未満の部分の区切りを
細かく設定しました。後述の実務の困りごと（P10
～）は20億円を一つの区切りとして見ていきます。
全体的に中小規模の企業が多いですが、一方

で従業員数1000人以上、年商500億円超の企業
の方も回答しています。MJSの顧客や月刊誌
「Monthly Report」の読者の幅広さが表れています。

33 中小規模の企業が中心だが、
大規模の企業も回答している

図表4　 従業員数
Q.あなたのお勤め先の従業員数を教えてください。（SA、％、n＝362）

従業員数

9人以下
11.3％

27.9％

50～99人
15.8％

100～199人
18.8％

200～299人
7.7％

300～399人
4.1％

400～499人
3.0％

500～999人
5.3％

1000～2999人
4.1％

3000以上
1.9％

10～49人

年商

5千万円未満
5.2％500億円超

4.1％

不明
1.9％

5千万円以上
1億円未満
5.5％

5億円以上
10億円未満
13.0％

10億円以上
20億円未満
11.3％

1億円以上
5億円未満
18.2％

２0億円以上
50億円未満
17.1％

50億円以上
100億円未満
11.6％

100億円以上
500億円未満
11.9％

従業員数 件数 ％

9人以下 41 11.3%

10～ 49人 101 27.9%

50～ 99人 57 15.8%

100～ 199人 68 18.8%

200～ 299人 28 7.7%

300～ 399人 15 4.1%

400～ 499人 11 3.0%

500～ 999人 19 5.3%

1000 ～ 2999人 15 4.1%

3000 人以上 7 1.9%

 総計 362 100.0%

年商 件数 ％

5千万円未満 19 5.2%

5千万円以上 1億円未満 20 5.5%

1億円以上 5億円未満 66 18.2%

5億円以上 10億円未満 47 13.0%

10億円以上 20億円未満 41 11.3%

20億円以上 50億円未満 62 17.1%

50億円以上 100億円未満 43 11.6%

100億円以上 500億円未満 42 11.9%

500億円超 15 4.1%

不明 7 1.9%

 総計 362 100.0%

図表5　 年商
Q.あなたのお勤め先の年商を教えてください。（SA、％、n＝362）
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回答者の役職は「課長クラス」が23.8％で最多
ですが、「経営者・役員」から「一般社員」まで大
きな差はなく、幅広く回答しています（図表6）。
大規模な会社では役職に応じてマネジメントと実
務に役割が分かれることが多いですが、小規模な
企業では社長や専務や部長が経理実務を一手に引
き受けることも。あるいはまるごと会計事務所に

頼んだりすることもあります。企業によって担当
業務の範囲はかなり違うでしょう。
回答者の経理・財務の従事年数は幅広く、従事
年数15年前後を境に約50％ずつとなりました。長
い人では30年超という人も9.9％います（図表7）。
経理・財務は専門知識を必要とされるプロフェッ
ショナルな職種です。長きにわたり経理業務に従
事して、専門性を高める人もいると考えられます。
コツコツと取り組む継続性が見受けられる結果と
なりました。

44 幅広い役職・従事年数。属性だけ
でなく置かれた状況にも着目
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図表6　 役職
Q.お勤め先でのあなたの役職を教えてください。（SA、％、n＝362）

図表7　 従事年数   
Q.あなたは経理・財務に何年従事していますか。（過去の勤務先も含む）（OA、％、n＝362）

18.0％

20.7％

課長クラス
23.8％

主任・係長クラス
16.0％

一般社員
19.3％

その他
2.2％

役職

経営者・役員

部長クラス

1年以下
3.9％

21年～25年
8.8％

11年～15年
13.8％

16年～20年
15.7％

30年超
9.9％

従事年数

26年～３０年
15.2％

6年～1０年
19.3％

2年～5年
13.3％

役職 件数 ％

経営者・役員 65 18.0%

部長クラス 75 20.7%

課長クラス 86 23.8%

主任・係長クラス 58 16.0%

一般社員 70 19.3%

その他 8 2.2%

   計 362 100.0%

従事年数 件数 ％

1年以下 14 3.9%

2年～ 5年 48 13.3%

6年～ 10年 70 19.3%

11年～ 15年 50 13.8%

16年～ 20年 57 15.7%

21年～ 25年 32 8.8%

26年～ 30年 55 15.2%

30年超 36 9.9%

　  計 362 100.0%

※ 上記の「その他」には、契約社員・パート・定
年後再雇用などが含まれます。
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回答者の勤め先企業の従業員数と経理担当者の
人数の関係を示したのが図表8です。99人以下の
企業では、経理担当者の人数が1人または2～3
人の企業が目立ちます。100人以上の企業になる
と経理担当者が1人という企業はほとんどなくな
り、2人以上の企業が大多数を占めます。
回答者の勤め先企業の年商と経理担当者の人数

の関係を示したのが図表9です。年商の小さい区
分から見ていったときに、1億円以上5億円未満
と5億円以上10億円未満の企業では経理担当者が
1人の割合が一時的に増えています。ここには製
造業・建設業が多数含まれます。たとえば、製造
業・建設業・卸売業・小売業などの粗利率が低い
業種は、売上を確保する必要があるため年商が大
きくなりやすい傾向があります。一般的には、年
商が増えてくると、経理業務の量や種類も増え、
だんだんと1人でやるには限界が見えてきます。

55 少人数で、他の業務と兼務しながら
経理業務に取り組む人が多い

図表8　 経理担当者の人数×従業員数   
Q.あなたのお勤め先では経理・財務に従事している人は何人いますか。（OA、％、n＝362）

図表9　 経理担当者の人数×年商   
Q.あなたのお勤め先では経理・財務に従事している人は何人いますか。（OA、％、n＝362）
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100％80％60％40％20％0％

5千万円未満

5千万円以上1億円未満

1億円以上5億円未満

5億円以上10億円未満

10億円以上20億円未満

20億円以上50億円未満

50億円以上100億円未満

100億円以上500億円未満

500億円超

不明
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商
94.7%

20.0%

25.8%

34.0%

19.5%

8.1%

2.4% 11.9%

13.3%

28.6% 57.1% 14.2%

20.0% 66.7%

64.3% 21.4%

51.6%

41.9% 55.8% 2.3%

40.3%

61.0% 19.5%

53.2% 12.8%

56.1% 16.7% 1.5%

55.0% 20.0% 5.0%
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そこで、経理の人員を増やすか、システムを使っ
て効率化するかという分かれ道がやってきます。
製造業や建設業では、売上を確保するために、経
理よりもまずは製造や技術、営業の人員を増やし
たり、製造管理・営業管理の体制を整えようとし
たりすることが多いでしょう。経理を1人や少人
数でこなす企業や、場合によってはシステムを
使って効率化できている企業が多いものと見るこ
とができます。
経理担当者の兼務の状況を見てみると、回答者

のうち経理・財務とほかの職種を兼務していると
回答した人が全体で71.8％でした（図表10）。こ
れを、回答者の勤め先の経理担当者の人数別に見
てみると、経理1人の企業では兼務していると回
答した人が78.3％と最も多く、経理担当者の人数
が多くなるごとに減っていき、経理専任の人の割

合も増えてきます（図表11）。兼務している職種
で「総務・人事」が多いことを見ても、実際は多
くの企業で、経理業務をはじめ、総務や労務管
理・給与計算を含む管理業務全般を1人や少人数
で担当することが多いことが、データからも明ら
かになりました（図表12）。
また、兼務している職種に「情報処理・システ
ム」がありますが、多くの企業が会計事務所とシ
ステムを通じて財務情報をやりとりしていること
を考えると、システム連携の窓口などをおのずと
引き受けることもあり、兼務しているような状況
が見受けられます。ここでの「情報処理・システ
ム」の職種は、大規模な企業の情報システム部門
とは異なり、日々の業務に使うシステムのベン
ダーとの窓口や、業務用PCの調達やインターネッ
トの環境整備などが中心となってくるでしょう。
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図表10　 兼務の状況（全体）  
Q.あなたは、経理・財務のほかの職種を
兼務していますか。（SA、％、n＝362）

図表11　 兼務の状況（経理人数別）  
Q.あなたは、経理・財務のほかの職種を
兼務していますか。（SA、％、n＝362）

図表12　 兼務している職種   
Q.あなたが経理・財務のほかに兼務している職種をすべて教えてください。（MA、％、n＝362）
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60.9%

50％40％30％20％10％0％

50.3%

29.3%

17.7%

16.0%

1.7%

0.8%開発・設計・製造関連

営業関連

情報処理・システム

総務・人事

経営企画

経営者・役員
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回答者が従事している業務として多く挙がっ
ているのが、経理業務の基本である「1.伝票の
作成・帳簿の記入・仕訳入力」「2.現預金の管理」
「6.支払」「9.納税」「3.試算表の作成」「4.従業員
の経費精算」です（図表13）。役職問わずこれら
の業務が選択されています。ただ、同じ業務を
選択しても、見ている視点が違うということが
見えてきました。たとえば、上記のグラフには
示していませんが、役職・従業員数を細かく見て
いくと、「経営者・役員」で「1.伝票の作成・帳簿
の記入・仕訳入力」を選択した人は、ほとんどが
従業員数9人以下の企業です。ここには企業規模

（従業員数）の差がみられ、経営者自ら何でもや
るという状況であることがわかります。「部長ク
ラス」以下になると、さまざまな規模の企業の人
が「1.伝票の作成・帳簿の記入・仕訳入力」を選
択しています。P12からの自由記述の回答を読む
と、システム化による効率化や適切な人員配置、
部下の行った業務のチェックなど、マネジメント
に寄った業務に関心がある人が多くみられます。
「一般社員」では、仕訳入力そのものの手間など
が多く挙げられました。役職による違いが顕著な
業務は、資金調達や資産運用、中長期計画などで
した。ここには「一般社員」「主任・係長クラス」
は少なく、「経営者・役員」「部長クラス」の人が
主に従事しています。社長あるいは番頭さんのよ
うな人が携わっていると推察されます。

66 役職が上がると業務範囲は広がる。
ただし業務への視点が変わってくる

図表13　 従事している業務×役職  
Q.あなたが従事している業務をすべて選択してください。（MA、％、n＝362）

0% 60%50%40%30%20%10% 70%

契約社員・パート経営者・役員 部長クラス 課長クラス 一般社員 その他主任・係長クラス

17.開示業務（有価証券報告書・決算短信など）

16.中長期計画

15.予算編成

14.経営分析

13.年次決算書の作成

12.月次決算書の作成

11.資産運用

10.資金調達

9.納税

8.税金の計算

7.給与計算

6.支払

5.請求

4.従業員の経費精算

3.試算表の作成

2.現預金の管理

1.伝票の作成・帳簿の記入・仕訳入力

18.監査対応（内部・外部）

19.連結決算など専門業務

20.原価計算

21.管理会計

22.法制度改正への対応

71.3%

64.1%

59.9%

56.1%

41.7%

62.4%

43.4%

37.8%

60.2%

37.6%

24.9%

53.6%

53.0%

43.1%

37.8%

27.1%

6.9%

37.3%

7.7%

18.5%

33.1%

45.6%
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ここからは、回答者の皆さんが実務でどんなこ
とに困っているかを紹介していきます。困りごと
を感じている業務を3つまで選択してもらった結
果の全体像が図表14です。前述の従事している
業務にリンクしますが、「1.伝票の作成・帳簿の
記入・仕訳入力」は回答者の27.3％が選択し最多
でした。「4.従業員の経費精算」「7.給与計算」も
多くの人が困りごととして挙げています。このよ
うに、発生頻度や件数が多く、労務管理や所得税
など複雑な知識が必要で、かつ期日厳守の業務に
おいて、根強く課題があるようです。正確性と迅
速性が求められ、効率化への工夫で課題解決が望

める業務でもあります。
さらに、「22.法制度改正への対応」が24.9％と

目立ちます。これは、近年、特にインボイス制度
や電子帳簿保存法への対応、令和6年所得税・個
人住民税の定額減税などによって経理担当者への
負担が増えたことが背景にあります。
注目したいのは、「14.経営分析」「15.予算編成」

「20.原価計算」「21.管理会計」がいずれも8～9％
ほど挙がったことです。中小企業は、事業を行っ
た後の法人税などの計算のための税務会計が主だ
といわれていますが、ここに挙がったものは、い
ずれも未来志向の管理会計の要素です。これから
は、経営分析や予算実績管理、原価計算による適
切な価格設定をするなど、データに基づいて着実
な経営を行うという意識の表れでしょう。

77 頻度と件数が多い業務は根強く課
題がある
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図表14　 実務の困りごと（全体） 
Q.現在、従事している業務の中で感じている困りごとについて、3つまでカテゴリを選択してください。
（MA、％、n＝362）

1.伝票の作成・帳簿の記入・仕訳入力

17.開示業務（有価証券報告書・決算短信など）
16.中長期計画
15.予算編成
14.経営分析

13.年次決算書の作成
12.月次決算書の作成

11.資産運用
10.資金調達

9.納税
8.税金の計算
7.給与計算
6.支払
5.請求

4.従業員の経費精算
3.試算表の作成
2.現預金の管理

18.監査対応（内部・外部）
19.連結決算など専門業務

20.原価計算
21.管理会計

22.法制度改正への対応
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8.0%
24.9%
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9.4%
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Ⅱ 実務の困りごと
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ここでは、P9で見た実務の困りごとを、年商
と経理担当者の人数別に比較して掘り下げてみま
す。（A）年商20億円未満かつ経理が1人、（B）年
商20億円未満かつ経理が2～3人、（C）年商20億
円以上かつ経理が2～3人、（D）年商20億円以上
かつ経理が4人以上、の4つの区分で見ていきま
す。（A）は小規模な企業で社長あるいは番頭さ

んのような人が一人で経理を担当しており、（D）
は経理部や管理部として組織（チーム）で動いて
いるイメージです。
まず、どの区分でも多く挙がった「1.伝票の作
成・帳簿の記入・仕訳入力」「4.従業員の経費精算」
「7.給与計算」では、同じ年商で経理の人数が異な
る（Ａ）と（Ｂ）、（Ｃ）と（Ｄ）で割合の棒グラフ
が交互にでこぼこになる結果が出ました。
たとえば、「1.伝票の作成・帳簿の記入・仕訳入
力」を見ると、同じ20億円未満だと経理1人の

88 年商と経理担当者の人数別に比較
すると傾向が見えてくる

図表15　 実務の困りごと×年商・経理担当者の人数
Q.現在、従事している業務の中で感じている困りごとについて、3つまでカテゴリを選択してください。
（MA、％）
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（Ａ）よりも経理2～3人の（Ｂ）が上回り、20億
円以上だと経理2～3人の（Ｃ）よりも経理4人以
上の（Ｄ）が上回りました。同じ年商で経理の人
数が増えても、伝票の作成・帳簿の記入・仕訳入
力の困りごとは増えています。これは、伝票作
成・帳簿の記入・仕訳入力の困りごとが、単純に
人員増で対応できるものばかりではないというこ
とが考えられます。年商の増加にともなう業務量
の増加に対して、人員増で対応しやすい業務と、
システムを使って効率化しなければ課題解決につ

ながりにくい業務が浮かび上がってくるようです。
一方、「4.従業員の経費精算」では逆のでこぼ
こになっています。同じ年商だと経理の人数が少
ない区分（A）（C）が経費精算を困りごととして挙
げている割合が上回ります。経理業務全体として
やることが多い中で、少人数で実行することに困
難を感じているのかもしれません。
「10.資金調達」では区分（A）が突出しています
が、「思うように融資を受けられない」という多く
の中小規模の企業が抱える問題が表れました。
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（A）年商20億円未満かつ経理が1人（ｎ＝63）
（B）年商20億円未満かつ経理が2人～3人（ｎ＝99）
（C）年商20億円以上かつ経理が2人～3人（ｎ＝57）
（D）年商20億円以上かつ経理が4人以上（ｎ＝99）

棒グラフの上に表示された割合は、
（A）～（D）の各該当者の回答数／n＝（A）～（D）の各該当者の人数

6.4% 6.1% 9.1% 9.4% 6.4% 0.3% 4.1% 1.4% 9.4% 8.0% 24.9%

14.0 14.0

9.1 9.1 8.8

3.0
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00

※ アンケートの設問の選択肢には「特にない」も設けましたが、
ここでは困りごととして選択されたものを集計し、紹介します。
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ここからは、回答者の皆さんが従事している業
務の困りごととして挙げていただいた項目ごとの
具体的なコメントを紹介します。

（1）伝票の作成・帳簿の記入・仕訳入力
区分（A）では仕訳件数の多さや手入力の悩みが

みられました。経理業務を1人で行っていると、分

量が多く時間と労力が割かれる作業は直接的に業
務を圧迫し、負担が大きく感じられると思います。
区分（B）と（C）では、完全な電子化・自動化に

至っていないという悩みがありました。多重入力
やチェックの手間は、Excelや会計システムを今
後もっと有効活用して改善できる希望が持てます。
年商規模も大きく経理の人数も多い区分（D）
では、複雑な取引の仕訳や、社内の承認ルートな
ど、さらに組織立った企業運営に関する悩みが垣
間見えました。 

99 具体的なコメントから見えてくる
経理業務の困りごと

困りごととして特に多く挙がったものベスト4

1位 ＝ 1.伝票の作成・帳簿の記入・仕訳入力

区分 回答者のコメント（役職、従業員数）

（A）
年商 20億円未満

かつ
経理 1人

●  日々の管理ができず、まとめて行うので、誤りが多い。またマンパワーが
足りないと感じている。（経営者・役員、9人以下）

●  現在使用している会計システムでは、仕訳伝票の入力がほとんどが手入力
なので、時間がかかっている。（一般社員、10～ 49人）

●  仕訳件数が多い。（部長クラス、10～ 49人）
●  入力伝票をチェックする人がいない。間違っていても数か月気づかないこ
とがある。（一般社員、100～ 199人）

（B）
年商 20億円未満

かつ
経理 2～ 3人

●  仕訳がデータベース化されているにもかかわらず、業務が一気通貫されて
いない。（部長クラス、100～ 199人）

●  システム化されていないため無駄が多い。（部長クラス、200～ 299人）
●  業務の整理ができていなくて多重入力が発生している。（主任・係長クラス、
100～ 199人）

●  伝票に記入し、Excel データで元帳を作成し、会計ソフト打ち込み後、間
違いがないかチェックしているが、二度手間になっている。（一般社員、
10～ 49人）

●  標準化できず、属人化したやり方になっているが、解消方法が見えない。（主
任・係長クラス、100～ 199人）

（C）
年商 20億円以上

かつ
経理 2～ 3人

●  完全に電子化はできていない。（部長クラス、100～ 199人）
●  伝票作成と入力を自動化したい。（課長クラス、50～ 99人）
●  伝票を Excel で作成しているため、数式が壊れることで余計なチェックを
要する。また、会計システムへ入力してからのチェック工数もなくし、効
率化を図りたい。（課長クラス、100～ 199人）

●  事業部でシステムが異なる。（課長クラス、300～ 399人）

（D）
年商 20億円以上

かつ
経理 4人以上

●  そのまま仕訳を切っていくと複雑になることがあり、作成時に考えること
が多い。（主任・係長クラス、1000～ 2999人）

●  請求書の数が多く、消費税の有無など条件が複雑で入力ミスが多い。（主任・
係長クラス、500～ 999人）

●  工数を短縮したい。自動仕訳とか。Excel で作成してインポートで短縮を
目指しているが、もっと短縮したい。（一般社員、100～ 199人）

●  昔からの起票⇒上長印鑑承認⇒仕訳入力⇒確認等のやり方が変えられな
い。自動化が進まない。（課長クラス、100～ 199人）
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（2）法制度改正への対応
毎年の税制改正に加え、近年は、インボイス制

度の開始、電子帳簿保存法の宥
ゆうじょ

恕措置の終了な
ど、経理業務に影響を与える改正が続きました。
さらに、今年は定額減税が行われるなど、事務負
担は増えるばかりです。どの区分でも、法制度改
正への対応に関する悩みは多く挙がりました。通
常業務が忙しい中、適時に法制度改正に関する情
報収集をすることは、相当の努力を要します。ま
た、制度開始後も変更や緩和などの追加措置が加

えられ、漏れがないかと不安がつきまといます。
特に区分（A）の回答では、1人で経理を担当し

ている人の法制度対応への迷いや不安が伝わっ
てきました。社内に相談できる人がいないときこ
そ、顧問税理士や、国税庁、商工会議所等、シス
テムベンダーなどからの情報提供を活用しましょう。
経理部門での対応の負担が大きいことに加え、
企業規模が大きくなるにつれて、法制度改正の
内容を社内へ周知することも重要です。区分（C）
（D）では社内周知の悩みも目立ちました。

Ⅰ　

回
答
者
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

Ⅱ　

実
務
の
困
り
ご
と

ベ
ス
ト
４

２
位 

法
制
度
改
正
へ
の
対
応

１
位 

伝
票
の
作
成
・
帳
簿
の
記
入
・
仕
訳
入
力

区分 回答者のコメント（役職、従業員数）

（A）
年商 20億円未満

かつ
経理 1人

●  準備期間が十分にあるものもあれば、足りないものもあり、対応するのに
手間がかかる。（課長クラス、10～ 49人）

●  急な改正があった場合、1人で経理をしているとどのように対応していこ
うか迷うことがある。（経営者・役員、10～ 49人）

●  従業員への周知や理解。（一般社員、10～ 49人）
●  毎年、法改正の対応が必要かどうか情報収集が必要である。（経営者・役員、
9人以下）

（B）
年商 20億円未満

かつ
経理 2～ 3人

●  従事している社員が少ないので、業務が煩雑になると対応することが難し
い。（経営者・役員、10～ 49人）

●  法務部が存在しないため法改正への対応は「気づいた人がやる」状態となっ
ている。（部長クラス、10～ 49人）

●  専門家がいるわけではないので、情報の収集がうまくできない。（部長ク
ラス、50～ 99人）

●  電帳法や定額減税、税制改正など変更点が多く、その内容を理解して対応
を指示するまでに時間がかかる。法改正や新制度を施行直前まで知らな
かったことがある。（部長クラス、100～ 199人）

（C）
年商 20億円以上

かつ
経理 2～ 3人

●  インボイス制度や電帳法など色々煩雑な処理が発生する法改正に対応する
のに時間を取られる。（課長クラス、10～ 49人）

●  インボイス制度の内容が追加、変更等で定まらず対応に苦慮している。（主
任・係長クラス、100～ 199人）

●  従業員が外国籍のため周知が難しい。（一般社員、10～ 49人）

（D）
年商 20億円以上

かつ
経理 4人以上

●  対応に追われて時間的に余裕がない。（部長クラス、50～ 99人）
●  追加の法制度が出てくるたびにシステム対応を検討しなければならない。
（その他、1000～ 2999人）
●  自部署だけで理解すればいいものについては問題ないが、社員に理解させ
なければならいない場合は煩わしい。（部長クラス、50～ 99人）

●  情報収集は個人に任されます。対応するとなると個人に業務負担がのしか
かり、気づいた人が損をするという状況です。（主任・係長クラス、100
～ 199人）

2位 ＝ 22.法制度改正への対応
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（3）従業員の経費精算
全体を通して、現金による経費精算や、手書き

の紙の申請書を使っている企業がみられました。
今も広く主とした方法として行われているようで
す。紙の申請書と現金の手渡しの場合、精算の遅
れや漏れが起こりやすくなります。現金の管理や
残高との突合も悩みとして挙がりました。
また、インボイス制度が始まり、適格請求書の

要件を満たした領収証の確認などの作業が増え、
経理業務を圧迫しているようです。適切な添付書

類がない、申請項目の入力誤りなど、これまで以
上に気をつけなければならなくなりました。
注目したいのは、デジタル化でかえって不便を
感じるケースです。システム連携をしたけれど、
入力誤りや仕訳確認の手間は減らないということ
があります。デジタル化・システム化でうまく業
務改善をするには、まずは統一されたルールの作
成・周知と順守が必要です。ルールが整備されて
くると、イレギュラーな処理が減り、システム活
用の恩恵を十分に感じることができるでしょう。

区分 回答者のコメント（役職、従業員数）

（A）
年商 20億円未満

かつ
経理 1人

●  社員の立替金の集計は私がやっているが、小口現金を社長が管理している。
すなわち小口現金の残高とデータの突合ができていない。（課長クラス、
10～ 49人）

●  出張している社員の出張旅費や日当の支払に、遅れや手間が生じている。
（一般社員、10～ 49人）
●  レシート、領収書の電子保存とインボイスの要件を満たしているかどうか
の確認、登録番号の管理が大変。（経営者・役員、9人以下）

（B）
年商 20億円未満

かつ
経理 2～ 3人

●  現金精算領収書の手入力が面倒。クレジットカードの領収書はAPI 連携し
ているが、最終的には１件ずつ仕訳と内容の確認をしているので、かなり
負担になっている。（部長クラス、10～ 49人）

●  適格請求書の確認事項のチェック、不備があった場合の従業員への説明等
に時間と手間がかかっている。（課長クラス、10～ 49人）

●  経費精算システムをリプレースし導入したが、インボイス制度による項目
の増加を除いても、入力間違いが非常に多い。（主任・係長クラス、100
～ 199人）

（C）
年商 20億円以上

かつ
経理 2～ 3人

●  申請書を紙で作成し、回付しているため、紙と電子発行の領収書が混在し
ていて、管理が手間。（一般社員、10～ 49人）

●  経費申請書・精算書が紙で回ってくるので押印が手間であり、押印者が休
む等、誰かのところでストップしている場合もある（現在経費システムト
ライアル中）。（主任・係長クラス、100～ 199人）

●  従業員申請者、承認者の管理レベルの向上が進まず、内容確認・修正等に
工数を要している。（部長クラス、50～ 99人）

（D）
年商 20億円以上

かつ
経理 4人以上

●  経費精算の件数が多く、処理に時間がかかってしまう。（課長クラス、50
～ 99人）

●  インボイスになり、確認項目が増えて工数が増えた点。（課長クラス、
300～ 399人）

●  ミスが多く修正が大変。（主任・係長クラス、1000～ 2999人）
●  昔からの現金精算 ( 週一回 ) が変えられない。自動化が進まない。（課長
クラス、100～ 199人）

3位 ＝ 4.従業員の経費精算
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特集  |  経理担当者の頭の中 ＜前編＞

（4）給与計算
給与計算は、大規模な企業になると人事労務部

門が行うこともありますが、中小規模の企業だ
と経理部が行ったり、経理・総務などのバックオ
フィス業務をまとめて1つの部署で行ったりする
ことも多いでしょう。本アンケート調査では、給
与計算の悩みが多く寄せられました。
前項に関連して、給与計算も、システム化した

いけれどもルールが煩雑で難しいものの一つで
す。勤怠管理は、労働時間、休日・休暇、残業な

ど複雑なルールがあります。労働法で定められて
いる規定と各社ごとの社内規定とを熟知して管理
していく必要があります。回答者のコメントを見
ていくと、勤怠管理の制度が整っていない（ルー
ルが複雑・あいまい）、給与を手入力・手計算して
いる（システムを活用しきれていない）といった
悩みがありました。ルールが整うと例外処理が減
らせて、システムを活用しやすくなります。経理
担当者が給与計算を行うときに悩まなくていい、
ルール・しくみを構築していくことが大切です。

Ⅰ　

回
答
者
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

Ⅱ　

実
務
の
困
り
ご
と

ベ
ス
ト
４

４
位 

給
与
計
算

３
位 

従
業
員
の
経
費
精
算

区分 回答者のコメント（役職、従業員数）

（A）
年商 20億円未満

かつ
経理 1人

●  残業時間の計算ミスに気をつかう。（経営者・役員、9人以下）
●  給与形態が複雑でソフトウェアだけで管理・計算ができない。また、イレ
ギュラーな処理が多い。（一般社員、100～ 199人）

●  手計算のため、間違いがないか、他の書類と整合性は取れているかなど、
神経を使う。（一般社員、9人以下）

●  保険料等の年 2回の報告や改定の対応などが面倒。今年度は定額減税が
あり、税金の管理が面倒。（経営者・役員、9人以下）

（B）
年商 20億円未満

かつ
経理 2～ 3人

●  勤怠入力が煩雑で時間がとられる。計算方法も曖昧な会社なので整備が必
要になっている。（一般社員、10～ 49人）

●  非常勤の従業員が多く、時給が一人当たり複数設定されていたり、勤怠管
理も不十分で、給与計算が複雑になり、手間ばかりかかっている。（課長
クラス、200～ 299人）

●  タイムカード等の資料提出が遅い。（部長クラス、100～ 199人）
●  月末支払いと給与計算の時期が重なるので、業務過多になる。（経営者・
役員、50～ 99人）

（C）
年商 20億円以上

かつ
経理 2～ 3人

●  業務が煩雑。（部長クラス、100～ 199人）
●  勤怠管理が不十分。（課長クラス、100～ 199人）
●  手書きの申請書類で残業時間、有給等の申請をしており、集計業務が毎月
ある。勤怠管理システムは導入しているが、反映までにいたっていない。（主
任・係長クラス、59～ 99人）

●  勤怠管理システムと給与計算システムのデータ連携に時間がかかる。（主
任・係長クラス、200～ 299人）

（D）
年商 20億円以上

かつ
経理 4人以上

●  スケジュールがタイト。（一般社員、100～ 199人）
●  給与データを手入力している。勤怠データも紙集計のため。（一般社員、
100～ 199人）

●  社員のマスタ項目の変更情報を、漏れやミスなく給与システムに登録する
こと。（契約社員・パート、200～ 299人）

●  タイムカード（紙）の集計を Excel で管理しており、また業務に従事す
る社員も属人化しているため、ミスが頻発します。（主任・係長クラス、
100～ 199人）

4位 ＝ 7.給与計算
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（5）請求・支払
請求・支払に共通して多く挙がったのが、取引

先ごとに請求書の形式が異なることによる業務の
煩雑さです。書式が異なることはもちろん、最近
では提供方法も多様化しています。請求書や領収
証の電子データをダウンロードする方法の場合、
各取引先から指定されたwebサイトやサービス
へ登録を求められることもあり、煩わしさを感じ

る経理担当者の方も多いでしょう。支払方法も多
様なものがあり、経理の人数が少ない企業だと、
取引先ごとに異なる対応をするのは負担が大き
く、年商が大きい企業だと、取引先の件数も多く
手間がかかるということが見えてきます。
また、時期的に、請求書発送時にかかる郵便料
金の値上がりや、今後手形が廃止されることによ
る支払業務への影響なども挙げられました。

その他の困りごと

区分 5. 請求 6. 支払

（A）
年商 20億円未満

かつ
経理 1人

●  請求書を発行する際に指定される方
法が各社バラバラで管理しづらい。
（主任・係長クラス、10～ 49人）
●  職員のインボイス制度への理解が不
十分なため、今まで担当部署で行っ
ていた請求書の作成を経理で行って
いる。（経営者・役員、10～ 49人）

●  支払に係る仕入関連の元データの入
力の精度、スピードが遅い。複数の
システムを挟むため入力も煩雑。（一
般社員、10～ 49人）

●  原価管理ソフトから支払処理への自
動化。（課長クラス、10～ 49人）

（B）
年商 20億円未満

かつ
経理 2～ 3人

●  請求漏れのチェックなど。（部長クラ
ス、10～ 49人）

●  請求書発送の手間と郵便料金値上げ。
（課長クラス、10～ 49人）
●  電子請求書へ移行したいがどうすれ
ばいいのか分からない。（課長クラス、
10～ 49人）

●  月末の請求書確認、振込作業が大変。
（経営者・役員、50～ 99人）
●  明確なワークフローがなく、請求書、
領収書等の確認に、時間がかかる。（課
長クラス、200～ 299人）

●  取引先からダウンロード形式で請求
書を受け取ることが増え、複数のサ
イトに登録しなければいけないこと。
（課長クラス、10～ 49人）

（C）
年商 20億円以上

かつ
経理 2～ 3人

●  請求書が電子と書面でまとめにくい。
（主任・係長クラス、500～ 999人）
●  請求書の送付。（経営者・役員、10
～ 49人）

●  振込・手形・でんさい等、取引先や
請求金額により支払方法が異なる。
（主任・係長クラス、100～ 199人）
●  電子へ切り替えたいが、社内調整が
うまくいかない。（一般社員、10 ～
49人）

（D）
年商 20億円以上

かつ
経理 4人以上

●  処理枚数が多く、効率化が図れてい
ない。（課長クラス、100～ 199人）

●  得意先ごとに請求締め、請求方法が
異なり、処理するのに手間がかかっ
ている。（課長クラス、50～ 99人）

●  部署別にフォーマットの異なる請求
書を発行する場合があり、電子請求
書発行の運用検討が進まない。（一般
社員、200～ 299人）

●  発注処理と請求処理を異なった部署
でおこなっているので、実際に支払
金額を算定するのに社内処理に時間
がかかってしまう。（課長クラス、50
～ 99人）

●  承認工数を削減したい。AI-OCR＋学
習機能の支払システムを使用してい
るが、承認時の目視や、科目等で仕
訳分割が発生して手作業はまだまだ
ある。（一般社員、100～ 199人）

（コメントのカッコの中は、回答者の役職、勤め先の従業員数）
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特集  |  経理担当者の頭の中 ＜前編＞

（6）月次決算書の作成・年次決算書の作成
月次決算で目立つのは、決算に必要な情報が集

まるのが遅いということです。社内の締め日が守
られないことや、取引先からの請求が遅いことな
どが困りごととして挙がりました。月次決算早期
化のためには、社内外の協力体制を整えていく必
要がありそうです。
年次決算でみられるのは、データの加工に関す

る悩みです。システムから出力される決算書に修
正を加え、自社で使いやすい形に加工する際に、
手間がかかるなどの難しさがあるようです。
そして、月次決算・年次決算ともに、属人化し
ている、後任者がいないなど、対応できる人が限
られているという悩みがありました。決算書の作
成時には決算仕訳などの発展的な知識が必要なこ
とも背景にあると考えられます。
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区分 12. 月次決算書の作成 13. 年次決算書の作成

（A）
年商 20億円未満

かつ
経理 1人

●  業者からの請求書が遅いのと現場担
当者の予定原価未入力が多いのでな
かなか締められない。（一般社員、9
人以下）

●  システムから出力される決算書だと
書式が見づらいため、データをダウ
ンロードしたあと修正を加えている。
（経営者・役員、10～ 49人）

（B）
年商 20億円未満

かつ
経理 2～ 3人

●  本来なら毎月棚卸をしたいところで
すが、営業の人が忙しいため、なか
なか在庫状況の管理ができず、棚卸
の仕訳が入れられません。（一般社員、
10～ 49人）

●  属人化している。（一般社員、50 ～
99人）

●  後任者がいない（育成が出来ていな
い）ため、複数の業務を分担できず
に少人数でこなさなければならない。
（課長クラス、50～ 99人）
●  早期化できない。（部長クラス、50
～ 99人）

（C）
年商 20億円以上

かつ
経理 2～ 3人

●  社内締め日の期限厳守。（部長クラス、
200～ 299人）

●  現在、月次決算報告が制度化されて
おらず、しくみづくりから始める必
要がある。（部長クラス、50～ 99人）

●  やることが多すぎて、数字をまとめ
るのに時間がかかっている。（一般社
員、200～ 299人）

●  BS 科目の残高明細の作成に時間がか
かる。（主任・係長クラス、100 ～
199人）

●  少人数で自社の経理財務を担ってい
て、お互いをカバーしあえる環境に
ない。（課長クラス、100～ 199人）

（D）
年商 20億円以上

かつ
経理 4人以上

●  未収、買掛の取引先別残高の整合性
確認ができていない。仕入伝票支払
の取引先が多く、請求額と支払額の
不一致がしばしば発生する。（主任・
係長クラス、500～ 599人）

●  事業部別採算を出すために、Excel
連携等を使用しているが使いにくい。
（部長クラス、400～ 499人）
●  建設業で完成・未完成の把握をシス
テムで対応していないため、手作業
で原価振り分けをしている。（主任・
係長クラス、50～ 99人）

●  短期間で仕上げる大変さと法改正へ
の対応に苦慮する。（主任・係長クラ
ス、300～ 399人）

●  対応できる人材が限られているため、
その人のマンパワーに依っている。
（課長クラス、500～ 599人）
●  勘定科目内訳明細書にもインボイス
登録番号が必要になった。会計ソフ
トのマスタデータ管理がより重要に
なり、かつどのように連携させるか
考えなければならなくなった。（主任・
係長クラス、100～ 199人）
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（7）経営分析・予算編成
年商20億円未満の企業では、経営分析や予算

編成の仕組みがないところもめずらしくないよ
うです。しかし、困りごとに挙げているという点
で、課題として認識されていることがわかりま
す。今一人で悩みながらやっている、今後できる
ようになりたい、といった努力や前向きな姿勢
が、多くの経理担当者の実態なのでしょう。
実際に取り組む際の悩みは、年商20億円以上

の企業に多くみられました。各部署からの情報を
とりまとめて予算を作成したり、時間をかけて経

営分析資料を作ることに大変さを感じている一
方、予算と実績・分析と現実に乖離がある、経営
戦略に落とし込んで実行するところまでは難しい
といった意見もあります。分析結果を経営に活か
す上では過去の情報の蓄積や経験値が活きてきま
す。情報収集をしながら改善していきましょう。

（8）原価計算・管理会計
製造業や建設業では、製造原価報告書が作成さ
れ、日常的に原価計算が行われます。適正な価格
設定のために原価計算が必要であり、昨今は原材

区分 14. 経営分析 15. 予算編成

（A）
年商 20億円未満

かつ
経理 1人

●  社長に伝わるような分析が難しい。
（経営者・役員、9人以下）
●  日々の業務に追われて時間がない。
（部長クラス、9人以下）
●  分析を求められてはいないが、助言
できるくらい数字が読めればと思っ
ている。（一般社員、100～ 199人）

●  一人経理なので、マンパワー的に無
理。（一般社員、50～ 99人）

●  基本的に予算編成の考えがない。（経
営者・役員、10～ 49人）

（B）
年商 20億円未満

かつ
経理 2～ 3人

●  財務情報の取り出しができない。（経
営者・役員、9人以下）

●  分析の指標の元となる数字の分析が
できているか否か判断基準があいま
い。（部長クラス、50～ 99人）

●  会社として知識がない。（課長クラス、
10～ 49人）

●  経営層が予算管理の必要性を認識し
ていないため、ひとりで悩みながら
作成している。（部長クラス、10 ～
49人）

●  社内予算と銀行開示予算の両方を持
つと管理が煩雑になる。（課長クラス、
9人以下）

（C）
年商 20億円以上

かつ
経理 2～ 3人

●  現状に即した分析になっていない。
（部長クラス、100～ 199人）
●  経営分析結果と実態に乖離がみられ
ることがある。（主任・係長クラス、
500～ 999人）

●  自分だけが従事していること。（課長
クラス、100～ 199人）

●  各部署からの返信が遅い。（主任・係
長クラス、50～ 99人）

●  補正予算を編成後に現場より大きな
金額の変動があるとき。（課長クラス、
200～ 299人）

●  適切な予算配分になっていない部分
がある。（部長クラス、100～199人）

（D）
年商 20億円以上

かつ
経理 4人以上

●  経理システムからのデータ抽出。（課
長クラス、400～ 499人）

●  分析資料の作成に時間がかかってい
る。（一般社員、200～ 299人）

●  経理情報を基に経営戦略を検討・提
案することが困難です。（部長クラス、
400～ 499人）

●  部門が多くて管理が複雑で困ってい
ます。（一般社員、100～ 199人）

●  予算編成、予実分析のとりまとめに
時間がかかっている。（一般社員、
200～ 299人）

●  工数をかけている点および属人化。
（課長クラス、300～ 399人）
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料費や人件費の高騰から、製造業等に限らずほか
の業種にも意識されつつあります。業種・業態に
よって原価に含める項目が異なるなど、ノウハウ
が必要で、複雑な原価計算を迅速に行うことに課
題を感じている人が多くみられました。
情報開示や納税のために行われる制度会計に対

し、社内向けに経営改善のために行われるのが管
理会計です。自社内で使いやすい情報を自分たち
で作っていくので、これもノウハウが求められま
す。専門知識を学んだり、多くのデータをまとめ
ることに苦労するようです。

ここまで、経理担当者の実務の困りごとを見て
きました。どの回答も真 で、年商や経理担当者
の人数によって悩みの違いはあれど、自身の経理
業務の課題を認識し、改善に向けて努力する人た
ちの姿は共通していました。ご協力いただいた皆
さま、ありがとうございます。今後、本誌の記事
やセミナーで、寄せられた経理業務の困りごとの
解決につながる情報をお届けしてまいります。
次号では、同じアンケート調査の結果から、経
理業務の情報収集やスキルアップについて寄せら
れた声を紹介します。

Ⅰ　

回
答
者
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

Ⅱ　

実
務
の
困
り
ご
と

そ
の
他

原
価
計
算
・
管
理
会
計

経
営
分
析
・
予
算
編
成

区分 20. 原価計算 21. 管理会計

（A）
年商 20億円未満

かつ
経理 1人

●  月単位の総合原価計算から個別原価
計算もしくは部門別原価計算への移
行を進めたいが、各部署との連携が
必要になるため、進捗が滞っている。
（主任・係長クラス、50～ 99人）
●  見積作成時の維持管理費計算がわか
らない。（経営者・役員、9人以下）

●  設計業務会計には完成基準を適用。
ただ、月次収支を管理していくため
には進行基準が望ましい。手作業で、
数字を拾って予測しており、精度不
足。（経営者・役員、10～ 49人）

●  専門知識不足。（契約社員・パート、
10～ 49人）

（B）
年商 20億円未満

かつ
経理 2～ 3人

●  担当者によって資材等の科目が違っ
たり、原価の訂正等があり、時間が
かかる。（課長クラス、50～ 99人）

●  原価の概念に含める要素の絞り込み。
（経営者・役員、100～ 199人）
●  仕入れの価格変更が多く見積書作成
のタイミングに困惑している。（経営
者・役員、50～ 99人）

●  基礎データがバラバラな形の帳票で
存在。（部長クラス、100～ 199人）

●  Excelで膨大な量のデータを集約する
作業を月2～3回しているため、工数・
時間の無駄と感じている。（一般社員、
500～ 999人）

●  財務データと管理会計との連携に課
題。（一般社員、10～ 49人）

（C）
年商 20億円以上

かつ
経理 2～ 3人

●  原価計算を採用していないため、利
益率が出せない。（一般社員、200～
299人）

●  適正な原価計算、それに伴う売上の
計上。（部長クラス、100～ 199人）

●  適正な部門損益計算。（部長クラス、
100～ 199人）

●  組織の活性化につながる管理会計が
できていない。（部長クラス、1000
～ 2999人）

（D）
年商 20億円以上

かつ
経理 4人以上

●  複雑な原価計算方法。（部長クラス、
400～ 499人）

●  データ加工に時間を要する。（部長ク
ラス、500～ 999人）

●  個別原価計算のリアルタイム性。（契
約社員・パート、3000人以上）

●  補助簿と連携が不十分。（契約社員・
パート、10～ 49人）

●  費用配分のルール策定などを主導で
きる人材がいない。（部長クラス、
1000～ 2999人）

●  管理帳票が自動的に出力されないの
で、Excel で加工している。（経営者・
役員、500～ 999人）

●  過剰に資料・データを作成している
と思う。（課長クラス、200～299人）
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